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企業結合審査の基本的な考え方

株式保有，役員兼任，合併，
分割，共同株式移転，事業譲
受け等※

企業結合のうち，
一定の要件（国内売上高の
額等）に合致するもの

競争を実質的に制限
することとなる場合

企業結合により 一定の取引
分野における

事前届出の義務付け（３０日前）

企業結合の
禁止

※ただし，独占禁
止法上の問題
を解消する措置
が採られる場合
には容認

関係条文：独占禁止法第１０条，第１３条～第１６条等

※事業活動が不可逆的に一体化

企業結合

企業結合審査の流れ・考え方



企業結合に関する届出制度
形態（関係法条） 届出制度の概要

株式取得（第10条）

① 企業結合集団の国内売上高を合計した額が200億円超の会社が

② 株式発行会社とその子会社の国内売上高を合計した額が50億円
超の株式発行会社の議決権を取得し

③ 議決権保有割合が20％又は50％を超えることとなる場合は

④ 事前届出が必要

⑤ 届出受理の日から30日間は当該株式取得をしてはならない

役員兼任（第13条） ─

会社以外の者による株式保有（第14条） ─

合併（第15条） ① 国内売上高合計額200億円超の会社と

② 国内売上高合計額50億円超の会社が合併する場合は

③ 事前届出が必要

④ 届出受理の日から30日間は当該合併をしてはならない

※ 分割，共同株式移転，事業譲受け等についても，原則として同
様の基準による届出が必要

分割（共同新設分割又は吸収分割）

（第15条の2）

共同株式移転（第15条の3）

事業譲受け等（第16条）

注1 「企業結合集団」＝当事会社の「最終親会社」及びその子会社からなるグループ
2 「議決権保有割合」＝企業結合集団ベースで保有する議決権の割合
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企業結合審査の流れ・考え方



合併等の届出受理

排除措置命令を行わない
旨の通知

３０日以内
（第１次審査）

企業結合計画に関する法定手続のフローチャート

企業結合審査の流れ・考え方

３

届出前相談（任意）

排除措置命令を
行わない

独占禁止法上問題がない場合

独占禁止法上問題がない場合
９０日以内

報告等の受理

更に詳細な審査が必要な場合

独占禁止法上問題がある場合

取消訴訟 確定

意見聴取手続

排除措置命令

意見聴取の通知

（第２次審査）

排除措置命令を行わない
旨の通知

審査に必要な報告等の要請

※このほか，公正取引委員会が適当と判断した場合には，独占禁止法違
反の疑いについて，当委員会と事業者（事業者団体等を含む。）との間
の合意により自主的に解決するための独占禁止法第48条の２から第48条
の９までに規定する手続（確約手続）に係る独占禁止法第48条の２の規
定による通知（確約手続通知）を行う場合がある。
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企業結合審査の流れ・考え方

(1) 買収に係る対価の総額が大きい企業結合計画の審査

被買収会社の国内売上高等に係る金額のみが届出基準を満たさない企業結合計画（届出
不要企業結合計画）のうち，買収に係る対価の総額が大きく，かつ，国内の需要者に影響
を与えると見込まれる場合には，当事会社に資料等の提出を求め，企業結合審査を行う。

(2) 相談することが望まれる企業結合計画

届出不要企業結合計画について，買収に係る対価の総額が400億円を超えると見込まれ，
かつ，以下の①から③のいずれかを満たすなど当該届出不要企業結合計画が国内の需要者
に影響を与えると見込まれる場合には，当事会社は，公正取引委員会に相談することが望
まれる。
① 被買収会社の事業拠点や研究開発拠点等が国内に所在する場合
② 被買収会社が日本語のウェブサイトを開設したり，日本語のパンフレットを用いる
など，国内の需要者を対象に営業活動を行っている場合

③ 被買収会社の国内売上高合計額が１億円を超える場合

(3) 企業結合審査において参考とする資料の例として，当事会社の内部文書を明記

当事会社の認識を確認するために，当事会社の内部文書（例えば，当事会社の取締役会
等の各種会議等で使用された資料や議事録等，当事会社が企業結合の検討及び決定に当た
り企業結合の効果等について検討・分析した資料，企業結合の検討に関与した当事会社の
役員又は従業員の電子メール等）の提出を求めることがある。

「企業結合審査の手続に関する対応方針」の改定について
(令和元年12月17日)



一定の取引分野の画定（商品範囲及び地理的範囲）

企業結合審査の流れ・考え方

甲の価格上昇
→需要者が乙へ購入を
切り替えるか否か？

需要者の多くが切り替える 甲と乙は同一の商品範囲需要者の多くが切り替える⇒甲と乙は同一の商品範囲

商品（甲） 商品（乙）

価

格

の

引

上

げ 需要者の多くは切り替えない 甲と乙は異なる商品範囲需要者の多くは切り替えない⇒甲と乙は異なる商品範囲

商
品
範
囲

ある商品（ある地域）の全供給者が，小幅であるが実質的（※１）かつ一時的でない（※２）価格引上げ（Small but Significant and 
Non-transitory Increase in Price = SSNIP）をした場合に，需要者が他の商品（他の地域）に購入を切り替える程度を考慮。

※１ 「小幅であるが実質的」＝5~10％程度 ※ ２ 「一時的でない」＝１年程度

SSNIPテスト

甲地域の供給者の価格上昇
→需要者が乙地域の供給者
へ購入先を切り替えるか否
か？

甲地域の供給者

需要者の多くが切り替える⇒甲地域と乙地域は同一の地理的範囲

乙地域の供給者

需要者の多くは切り替えない⇒甲地域と乙地域は異なる地理的範囲

価

格

の

引

上

げ

地
理
的
範
囲

5



水平型企業結合 垂直型・混合型企業結合

・水平関係がある一定の取引分野でHHI
が1500以下の場合は，競争を制限する
こととなるとは通常考えられない

・水平関係がある一定の取引分野でHHI
が1500～2500以下であって，かつ，HHI
の増分が250以下である場合，競争を
制限することとなるとは通常考えられな
い

・水平関係がある一定の取引分野でHHI
が2500超であって，かつ，HHIの増分が
150以下である場合は，競争を制限する
こととなるとは通常考えられない

・当事会社が関係するすべての一定の
取引分野で企業結合後の当事会社グ
ループの市場シェアが10％以下である
場合，競争を実質的に制限することとな
るとは通常考えられない

・当事会社が関係するすべての一定の
取引分野において，企業結合後のHHI
が2500以下かつ企業結合後の当事会
社グループの市場シェアが25％以下で
ある場合，競争を実質的に制限すること
となるとは通常考えられない

■ 下表のいずれかに該当する場合には「一定の取引分野における競争を実
質的に制限することとなるとは通常考えられない」
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企業結合審査の流れ・考え方



■ ＨＨＩは，各社の市場シェアの2乗を合計することにより
算出し，市場の寡占度をみるもの。

A社：シェア30％

B社：シェア20％

C社：シェア20％

D社：シェア15％

B社とF社が
企業結合

E社：シェア10％

企業結合前のHHIは次のとおりとなる。
・HHI＝ 302＋202＋202＋152＋102＋52

＝ 2,050
企業結合後のHHIは次のとおりとなる。
・HHI＝302＋252＋202＋152＋102

＝ 2,250
HHIの増分は 2,250－2,050＝200

HHI＝
2,050 2,250

HHI増分＝200

F社：シェア 5％

セーフハーバー基準に該当
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企業結合審査の流れ・考え方
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「競争を実質的に制限することとなる」の具体例

A社 B社 A社・B社グループ

需要者にとって購入先の選択肢が狭まり，
値上げ行為等に対抗する手段がなくなる。

C社 C社

競争

企業結合前 A社とB社の企業結合後

企業結合審査の流れ・考え方

輸入

需要者需要者 参入

類似品

地理的
隣接市場

一定の取引分野
に含まれない
競争圧力

A社・B社グループが
価格等を自由に
コントロール
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グローバル化の進展と企業結合審査

経済のグローバル化の進展に伴い，特定の企業結合事案について，日本市
場だけでなく諸外国の市場にも影響を与える事案が増加しつつあり，公正取
引委員会のみならず諸外国の競争当局が同時に審査を行う事案が増加

各国の審査手続や審査基準が異なる場合，企業結合を計画している企業に
とって不都合が生じ得ることから，各国の審査基準の収斂化の重要性が増大

OECDやICN（国際競争ネットワーク）等における取組を経て，競争法執行の手
続面・実体面の収斂化が進展

市場画定の考え方（SSNIPテスト）や企業結合による競争制限の考え方は各国
共通のグローバルスタンダードとして確立しており，各国とも当該考え方に基
づき企業結合審査を実施

企業結合審査の流れ・考え方
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〔表〕過去５年度に受理した届出の処理状況

○ 令和２年度に，企業結合計画の届出を受理した案件は２６６件（対前年度比１４．２％減）であった。

○ 届出を受理した２６６件のうち，第２次審査に移行した案件は１件（令和２年５月に第２次審査に移行
した「ＤＩＣ㈱によるＢＡＳＦカラー＆エフェクトジャパン㈱の株式取得」）であった。

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

届出件数 319 306 321 310 266

第１次審査で終了したもの

(うち禁止期間の短縮を行ったもの)

308 299 315 300 258

(171) (193) (240) (217) (１99)

第１次審査終了前に取下げがあったもの 8 6 4 9 7

第２次審査に移行したもの 3 1 2 1 1

企業結合関係届出の状況



No 事 例 の 名 称 水平 垂直 混合
問題解
消措置

経済
分析

海外当局と
の情報交換

１ 三井製糖㈱による大日本明治製糖㈱の株式取得 ○

２ 昭和産業㈱によるサンエイ糖化㈱の株式取得 ○ ○

３
ＤＩＣ㈱によるＢＡＳＦカラー＆エフェクトジャパン㈱の株式取得

（令和２年12月24日公表）
○ ○ ○ ○

４
富士フイルム㈱による㈱日立製作所の画像診断事業及びヘルスケアＩＴ

事業の統合
○ ○ ○

５
アナログ・デバイセズ・インクによるマキシム・インテグレーテッド・プロダク

ツ・インクの株式取得
○

６
グーグル・エルエルシー及びフィットビット・インクの統合

（令和３年１月14日公表）
○ ○ ○ ○ ○

７ いすゞ自動車㈱によるＵＤトラックス㈱の株式取得 ○

８
今治造船㈱及びジャパンマリンユナイテッド㈱による商船の設計及び販

売に係る共同出資会社の設立等
○

９
株式会社福井銀行による株式会社福邦銀行の株式取得

（令和３年６月16日公表）
○

１０ Ｚホールディングス㈱及びＬＩＮＥ㈱の経営統合（令和２年８月４日公表） ○ ○ ○

「令和２年度における主要な企業結合事例」の掲載事例一覧

11

主要な企業結合事例の概要

（注） 「水平」とは，当事会社グループ同士が同一の一定の取引分野において競争関係にある場合をいう。
「垂直」とは，当事会社グループ同士が取引段階を異にする場合をいう。
「混合」とは，「水平」，「垂直」のいずれにも該当しない場合をいう。
網掛けは，個別案件として非公表案件。



事例１ 三井製糖㈱による大日本明治製糖㈱の株式取得

１ 一定の取引分野（砂糖等の製造販売業）

分蜜糖（加工糖以外）

砂
糖
（
原
料
糖
）

分蜜糖

含蜜糖

車糖

双目糖

加工糖

液糖

黒糖

加工黒糖

赤糖

上白糖

三温糖

グラニュー糖

白双糖

中双糖

角砂糖

粉砂糖

氷砂糖

２ 当事会社の地位及び競争事業者の状況

当事会社グループ
合算シェア
約３５％

（第１位）
HHI 約1900
増分 約600

水平型セーフハーバー
非該当

３ 競争の実質的制限

競争を実質的に制
限することとはな

らないと判断

４ 本件の特徴

事例集で分蜜糖を取り上げるのは初めて。
規制分野（分蜜糖の原料である原料糖の輸入量調整及び割当 糖価調整制度）の統合案件。

・積極的な代替品（異性化糖及び加

糖調整製品）への切替え

・分蜜糖（加工糖以外）の

消費量の長期的な減少傾向

・需要者によっては価格交渉

力がある。
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事例２ 昭和産業㈱によるサンエイ糖化㈱の株式取得

１ 一定の取引分野（糖化製品の製造販売業） ２ 当事会社の地位及び競争事業者の状況

当事会社グループ合算シェア
約５０％（第１位）

HHI 約3100，増分約1100

水平型セーフハーバー非該当

３ 競争の実質的制限

競争を実質的に制
限することとはな

らないと判断

４ 本件の特徴

無水結晶ぶどう糖市場の事業者が３社から２社となることから慎重に審査。
経済分析を実施した案件。

・関税を除き制度上・流通上

の輸入障壁が存在せず

・輸入品について，品質面で

の代替性があり，価格競争

力がある。

含水結晶ぶどう糖，無水結晶ぶどう糖
＜粉体ぶどう糖＞

○ 糖化製品とは，とうもろこしを原材料とする
コーンスターチ等のでん粉を酵素又は酸により
加水分解して製造する糖の総称。

○ でん粉からの加水分解の度合いによって，
あめ，ぶどう糖及び異性化糖に分類される。

ぶどう糖
液状ぶどう糖

粉体ぶどう糖

当事会社グループ合算シェア
約６０％（第１位）

HHI 約4600，増分約1200

水平型セーフハーバー非該当
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含水結晶ぶどう糖

無水結晶ぶどう糖



１ 一定の取引分野（有機顔料の製造販売業）

有機顔料のカラーインデックスごと
（世界全体）

２ 当事会社の地位及び競争事業者の状況

水平型セーフハーバー
非該当

３ 問題解消措置

競争を実質的
に制限するこ
ととはならな

いと判断

４ 本件の特徴

国境を越えて世界全体で地理的範囲を画定。

DICグループのブッシー
パーク工場（米国）で行
われている製造販売事業
を当事会社グループ以外
の事業者に譲渡

DIC株式会社によるBASFカラー＆エフェクトジャパン株式
会社の株式取得

事例３

＜商品範囲＞

＜地理的範囲＞

・輸入に係る輸送費用の点から制約はない。
・需要者は国内外の供給者を差別することなく取引。

生産設備等の第三者への譲渡に係る問題解
消措置を踏まえて判断。 14

第２次審査開始後，

当事会社グループから

問題解消措置の申出

ブッシーパーク工場で製造に関与して
いた従業員も含め，これまでにDICグ
ループが行ってきた３顔料を含む譲渡
対象事業をそのまま切り離して譲渡す
るものであり，譲渡内容は十分なもの
である。



１ ①に対応して，Ａ社の超音波内視鏡と据置型超
音波観測装置の接続性を確保

２ ②に対応して，超音波内視鏡事業に関する情報
遮断措置

３ 定期報告 行為日から３年間，遵守状況を報告

富士フイルム㈱による㈱日立製作所の画像診断事業及びヘル
スケアＩＴ事業の統合

１ 一定の取引分野（超音波内視鏡の製造販売業） ２ 当事会社の地位及び競争事業者の状況

４ 本件の特徴

混合型企業結合案件
初めて中国の競争当局である中国市場監督管理総局と情報交換を行いつつ審査を進めた。

・超音波内視鏡

混合型セーフハーバー非該当

事例４

・据置型超音波観測装置

３ 競争の実質的制限

① 接続性等に係る
差別的な取扱いに
よる市場閉鎖のお
それ

② 競争上の秘密情
報入手のおそれ

＜問題解消措置＞

問題解消措置を前提に問題ないと判断した案件。

超音波内視鏡 据置型超音波観測装置

競争を実質的に制限することとはならないと判断
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１ 一定の取引分野（汎用アナログＩＣの製造販売業）

シグナルコンバージョン（世界全体）

２ 当事会社の地位及び競争事業者の状況

当事会社グループ
合算シェア
約４５％

（第１位）
HHI 約3500
増分 約500

水平型セーフハーバー
非該当

３ 競争の実質的制限

競争事業者か
らの競争圧力

参入圧力

○ △
（一定程度）

競争を実質的に制
限することとはな

らないと判断

４ 本件の特徴

国境を越えて世界全体で地理的範囲を画定。

・有力な競争事業者の存在

・参入が容易で，近年，半導体の需要が高

まっていることに伴い，多数の競争事業

者が技術投資を活発に行っている。

（参入が見込まれ，価格競争が期待できる。）

アナログ･デバイセズ･インクによるマキシム･インテグレーテッ
ド･プロダクツ･インクの株式取得

事例５

⇒ただし，本件行為前のマキシムグループの市場シェアは
最大５％。
したがって，本件行為によって，当事会社グループの競
争上の地位が大きく高まることにはならない。

※汎用アナログＩＣのうち，シグナルコンバージョン以外は
水平型企業結合のセーフハーバーに該当

＜商品範囲＞

＜地理的範囲＞

・製品価格に占める輸送費及び関税の割合が低い。
・国内外で価格差がなく，いずれの販売地域においても実質的に

同等の価格で取引されている。
・需要者は国内外の供給者を差別することなく取引。など

１位と３位の事業者の統合案件。 16



当事会社グループが，健

康関連アプリの提供者に

対し，Web APIを通じた

健康関連データベースの

提供拒否等を行うおそれ

Googleグループが，Fitbit

グループの競争事業者に対

し，AndroidAPIの利用を

制限することにより，ス

マートフォンOSの提供拒

否等を行うおそれ

②健康関連データベースの提供拒否等

①スマートフォン用ＯＳの提供拒否等

グーグル・エルエルシー及びフィットビット・インクの統合

（スマートフォン用OS／
データベースの提供事業）

２ 競争の実質的制限

４ 本件の特徴
届出基準に満たないが買収に係る対価の総額が大きいとして審査，公表した初めての案件。
Googleが有力な地位にあるデジタル広告分野において，本統合によって獲得するデータを利用することによって，
更にその地位を強化することにより，市場の閉鎖性・排他性の問題が生じると懸念された案件。

事例６

３ 問題解消措置
଼
ଥ
॑
ৰ
ସ
৓
प
਑
଒
घ
ॊ
ऒ
ध
ध
म
ऩ
ै

ऩ
ः
ध
ਖ਼
૵
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○ ①に対応して，本件行為実行日から10年間，腕時計
型ウェアラブル端末メーカーに対し，Android APIの
機能を提供し，Androidスマートフォン端末と腕時計型
ウェアラブル端末との相互接続性を維持する。

③健康関連データのデジタル広告関連事業への利用

Googleグループが，健

康関連データを自社の

デジタル広告関連事業

に利用するおそれ

○ ②に対応して，本件行為実行日から10年間，当事
会社グループが提供するWeb APIを通じたAPI利用
による健康関連データベースへのアクセスを，ア
クセス料を無料で維持する。

○ ③に対応して，本件行為実行日から10年間
・健康関連データをGoogleグループの デジタル広告関連

事業に使用しない。
・健康関連データについて，Googleグループ内の他のデー

タセットからの分離を維持する。

１ 一定の取引分野



事例７ いすゞ自動車㈱によるＵＤトラックス㈱の株式取得

１ 一定の取引分野（トラックの製造販売業） ２ 当事会社の地位及び競争事業者の状況

当事会社グループ合算シェア
約４０％（第１位）

HHI 約3600，増分約900

水平型セーフハーバー非該当

３ 競争の実質的制限

競争を実質的に制
限することとはな

らないと判断

４ 本件の特徴

近年，自動運転技術等の研究開発が活発化し，業務提携等を通じて国際的にも系列化している。
大型トラック及び中型トラック市場の事業者が４社から３社となることから慎重に審査。

・有力な競争事業者の存在

・他社との差別化が困難な商品

・需要者からの強い値下げ圧力

・需要減少に伴う価格競争のインセ

ンティブの増加

○ 競争に与える影響が比較的大きい分野。

○ 大型トラックと中型トラックは同一の製造ラインで製造さ

れている場合もあるが，より慎重に検討する観点から大型ト

ラックと中型トラックを分けて画定。

大型トラック，中型トラック

トラック

大型トラック（最大積載量６トン以上）

小型トラック（最大積載量４トン未満）

当事会社グループ合算シェア
約５０％（第１位）

HHI 約4000，増分約200

水平型セーフハーバー非該当
※シェアの増分が僅か

中型トラック
（最大積載量４トン以上６トン未満）

18



１ 一定の取引分野（コンテナ船の製造販売業）

コンテナ船（大型のネオパナマックス）
地理的範囲 世界全体

２ 当事会社の地位及び競争事業者の状況

当事会社グループ合算シェア
約３０％（第２位）

HHI 約2700，増分約600

水平型セーフハーバー
非該当

３ 競争の実質的制限

競争を実質的に制
限することとはな

らないと判断

４ 本件の特徴

２位と３位の事業者の統合。
事例集でコンテナ船を取り上げるのは初めて。

・有力な競争事業者の存在

・新造船の発注量が減少し，各競争事業者は

十分な供給余力を有する。

・需要者からの強い値下げ圧力あり。

・需要者ヒアリングでも懸念なしの回答多数

今治造船㈱によるジャパンマリンユナイテッド㈱による商船
の設計及び販売に係る共同出資会社の設立等

事例８

競争に与える影響が比較的大きい分野。

競争事業者から
の競争圧力

需要者から
の競争圧力

○ ○

国境を越えて世界全体で地理的範囲を画定。
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事例９ ㈱福井銀行による㈱福邦銀行の株式取得

１ 一定の取引分野（銀行業 貸出し業務） ２ 当事会社の地位及び競争事業者の状況

水平型セーフハーバー非該当

３ 競争の実質的制限

競争を実質的
に制限するこ
ととはならな

いと判断

４ 本件の特徴

福井県内に店舗がない県外の金融機関も競争者として検討した事例。
特例法施行後初の地方銀行の統合案件であるが，特例法が利用されなかった事例。

＜６経済圏＞
・シェア約15％以上の有力競争事業者が２以上存在。
・競争事業者の供給余力は，資金面，体制面のいずれも十分にある。

当事会社グループ
合算シェア

約５０％（第１位）
HHI 約3800，増分約1200

水平型セーフハーバー非該当

20

＜役務範囲＞

＜地理的範囲＞

若狭地区以外の６つの経済圏（６
経済圏）は状況が類似しているこ
とから，まとめて検討。

＜若狭地区＞
・地区内に店舗を置く競争事業者に加えて，地区外に店舗を置く競

争事業者も，地区内の需要者を日常的に訪問し，取引を獲得する
ことが可能。

・競争事業者の供給余力は，資金面，体制面のいずれも十分にある。



１ 一定の取引分野（コード決済事業） ２ 当事会社の地位及び競争事業者の状況

当事会社グループ
合算シェア
約６０％

（第１位）
HHI 約４025
増分約1100

水平型セーフハーバー
非該当

３ 競争の実質的制限及び措置

競争を実質
的に制限す
ることとな
るとはいえ
ないと判断

４ 本件の特徴

改定されたガイドラインに当てはめ，データの価値を評価し，当事会社の競争上の地位に影響するかを検討。
現時点において競争を実質的に制限することとなるとはいえないとしつつも，将来の懸念について当事会社から

措置の申出がなされた。

・加盟店手数料の引上げを検討して

いる内部資料の存在。

・コード決済市場が未成熟。

・統合によって獲得した他事業デー

タの利活用が未定であり，今後の

利活用によっては事業能力が向上

する可能性があることは否定でき

ない。

・加盟店を需要者としたコード決済事業
・消費者を需要者としたコード決済事業

間接ネットワーク効果が生じる市場
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事例１0 Ｚホールディングス㈱によるＬＩＮＥ㈱の経営統合

申出のあった措置内容
・加盟店手数料，

データの利活用等

コード決済事業に

関する事項の報告。

・排他的な取引条

件の撤廃。

＜役務範囲＞

ある程度自由に

価格等の条件を

左右することが

できる状態が容

易に現出し得る

おそれがあると

いう懸念を払拭

できない。

間接ネットワーク効果が働く事業分野での競争上の影響を検討。


